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研究成果の概要（和文）：　低学力や不適応行動を抱えた生徒が集中する課題集中校。ここで実践される広範な
自立活動支援に焦点を当て、現場調査を試みた。コロナ禍で調査は困難だったが、都内のチャレンジスクールや
地方の下位ランク校などで、教師やスクールソ－シャルワーカー、生徒への聞き取りや実践の観察などを実施し
た。
　結果、従来からの心理的カウンセリングだけでなく、家庭や学校、地域社会での対人関係を拡張していくため
の社会情動的スキルのトレーニングが求められた。また、対人関係を疎外する経済的社会的条件の理解と改善を
推し進める支援活動も並行して必要といえた。つまり、個に応じた対人関係の環境整備を行う総体的な実践が重
要である。

研究成果の概要（英文）：A“problem-intensive school”（Kadai-shuchu-kou）is where students with low 
academic ability and maladaptive behavior concentrate. Focusing on the wide-ranging student guidance
 practiced here, especially the support for independent activities, an on-site survey was attempted.
 Although the survey was difficult due to the corona crisis, we conducted interviews with teachers, 
SSWer, and students, and observed their practices at challenge schools in low-ranking high schools 
in Tokyo and rural areas.
As a result, not only conventional psychological counseling but also social and emotional skills 
training to expand interpersonal relationships at home, school, and community were required. It also
 became necessary to promote understanding and improvement of the economic and social conditions 
that alienate interpersonal relationships in each place. In other words, it is necessary to have a 
holistic practice that prepares the environment for social relations according to the individual.

研究分野：教育社会学

キーワード： 自立活動支援　課題集中校　対人コミュニケーション　外傷経験　スキル学習　社会関係資源　スクー
ルソーシャルワーカー　質的調査

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年若者の社会的自立の困難が指摘される。自己肯定感の低下や対人関係への不安、コミュニケーション能力不
足などが生じ、個を取り巻く社会関係からの資源獲得が困難になり、孤立や排除が若者を襲う。社会活動への参
加に向けて、高校在学時から社会情動的スキルの育成が求められる理由は、ここにある。本研究では、「課題集
中校」と呼ばれる下位ランクの高校に焦点をあて調査を実施した。不登校やいじめの経験、家庭での困窮経験、
発達障害などを抱える者が多数いる高校で、生徒指導特に自立活動の支援を行う意義は、対人関係に関わる外傷
体験を乗り越えつつ、日常生活の基盤となる対人コミュニケーションの習慣を形成することにある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究では、「課題集中校」と呼ばれる、卒業時進路未決定者や退学者などが多数生じ、
スキル形成や教育支援が急務なランク下位の高校に焦点をあて、調査を実施した。集中校に
は、エンカレッジスクールなどの特色校や低ランクの進路多様校など多様な校種が含まれ
るが、コロナ禍の影響で限定せざるをえなかった。課題集中校には、過去に不登校やいじめ
を経験した者、家庭での貧困経験がある者、あるいは発達障害を疑われた者なども少なくな
い。生徒の多くが、対人関係に関わる外傷経験や生まれながらの疎外感を意識してこざるを
えなかったといえ、個に応じた支援の方法論を吟味する必要がある。では、困難を有する生
徒の実態に見合った「自立活動支援」とはいかなる実践であるべきなのか。 
２．研究の目的 
（１）生徒の内閉化と学校の指導 
対人関係ネットワークの若者調査結果（古賀 2018）によれば、高校・大学時代の人間関
係が、職場の人間関係などを上回って、20 代後半に至るまでコアで緊密な社会関係を持続
していくという。また、対人関係の相手が広く多種である若者ほど、学校以外にも職場や地
域社会に居場所をみつけられる割合が高まり、同時に、家庭生活への評価も上がるという。 
今日スマホ利用など情報化社会の進展や成熟拒否の空気などを背景として、生徒の多く
にとって対面的なコミュニケーションはリアルで重いものと受け止められ、限られた親密
な仲間とキャラ化した関係を保持しようとする傾向が強まっている（古賀 2016）。いいかえ
れば、学校という場の同世代の交友に特化して、社会関係資源の源泉が生じているといえる。 
小グループに内閉化する生徒たちのあり方を踏まえ、多くの課題集中校では、対人関係能
力の伸長を促す実践的方法を模索していかざるをえなくなっている。例えば、人付き合いを
感じ取り関わり合いを学ぶという対話的活動的なねらいが重要になる。例えば、人の話を聞
いてメモを取るとか、挨拶を欠かさないなどの行動目標が上がるのは、この文脈ゆえである。 
（２）「自立活動支援」の方向性 
もちろん、コミュニケーションの能力は相手や場面で要求される規準が変わり、臨機応変
なものであって、学校の公的カリキュラムに収まりにくい性質のものである。学校外の家庭
や地域社会などでの日常的な慣習行動に影響される要素も多々ある。 
それゆえ、多くの課題集中校では、社会情動的スキルの育成を限定された行動パターンの
模擬学習から試みることが多い。例えば、ソーシャルスキルズトレーニングなどの応用はそ
の代表例である。だが、狭義の自立活動支援には、生徒が個別な発言や態度のノウハウに限
定されたコミュニケーションの理解に陥るリスクなどが依然残される。また、保護者の同意
が得られないと取り出しの生徒への実践の実施はできないといった課題もある。他方で、生
徒指導による日常の生活習慣の形成が自立活動の基本をなしているという見方もある。毎
日、自ら起床し通学すること、スケジュール管理し学習する態度を習慣化することがあれば、
社会情動的スキルも育成され、レリジアンスや自己選択などの能力も向上するとみられる。 
（３）本調査研究の意義 
そこで今回の調査研究では、主に質的調査の手法によりながら、課題集中校の生徒に試み
られている自立活動支援の多様なレベルの実践を当事者の認識に即して捉えようとした。 
結果的に、研究期間の中で、NPO職員やスクールソーシャルワーカーあるいはカウンセ
ラーなどによる支援実践への介入も含め、生徒個々のコミュニケーションのレベルを意識
した「社会的包摂」に向かう教育的支援のさまざまな側面を読み取り、その実務負担と効果



の実際を知る校内資料なども収集することができた。以下、研究の概要を示す。 
３．研究の方法 
（1）調査の対象 
主な対象となった観察や聞き取りに適した条件を持つ課題集中校は、①都内にあり、多様
なスキルトレーニングや自立支援・相談活動、さらには特別支援教育の個別指導ノウハウな
どを導入しているチャレンジスクールおよび低ランクの進路多様校である。②生徒へのパ
ネル型アンケート調査実施が可能だった地方の公立普通科高校（NPOなどでの退学者・不
登校者事例の聞き取りを含む）も比較のため調査した。③さらに、多様な自立活動の困難な
事例を把握するため、高校生への自立支援を試みる自治体の窓口相談での聞き取り。参考と
して、アメリカなど海外での自立活動支援の方法論も調査し分析に活用した。 
（２）現場調査の特徴 
まず、各校で実施されている社会参加の習慣形成への取り組みや社会情動的スキル形成
のトレーニングなど、さまざまな自己活動支援を意図した実践の特色を、校内の文書資料や
教師などへの聞き取り調査、実践活動の観察調査など質的調査から把握した。発達障害への
疑いがある生徒では、指導における生徒への声がけの仕方の転換や生徒の肯定的な評価の
重視など、自己肯定感に即した支援から始まることが多かった。他方、いじめ体験を代表と
して、コミュニケーション能力や感情コントロールの不足とされる生徒では、模擬的なグル
ープワークなどを学級活動の一端から試みることも多かった。すなわち、生徒理解によるス
タート地点の違いが、活動の力点を変えていることが指摘できる。 
（３）チャレンジスクールの事例 
都内のチャレンジスクールの場合、SST などのスキル学習の利用を中心とする実践を
NPOと連携して実施しているだけでなく、他方で生徒からの社会生活の聞き取りや専門家
による相談・支援を個に応じる手法によって実施し、多様な活動を意識していた。ケース会
議や相談室のミーティングを数多く実施し、生徒の問題行動の特徴を複数の教師や専門職
員の目を通して理解することが試みられていた。そこでの情報交換と分析視点から、問題の
解消を図るべき課題の優先順位をつけることが重視されていた。 
それゆえ、関連して地方地域では、スクールソーシャルワーカーやNPO職員の介入によ
って、生徒個々の家庭環境の理解や過去の修学状況の把握などが詳細に行われていた。生徒
個々に応じた支援を、地域社会の諸団体と連携して展開することも重視されていた。現場で
の調査の結果は、多様な生徒に応じた自己活動支援のあり方や模索の過程を示唆していた。 
（４）質的調査法の有用性 
 内部観察と聞き取りによるエスノグラフィックな調査研究を遂行しつつ、文書資料収集
やアンケート調査も並行して実施した。特に、校内の相談室・指導室を訪問し家族関係や友
人関係などの問題から進路の選択が困難と訴える生徒に聞き取り調査する手法もとり、当
事者の描く「自立」の実際や疎外状況の意味付けを重視した。 
また、教師やスクールソーシャルワーカーなどから、校内で不適応行動をとりやすい生徒
数名については、彼らから自立の意識やコミュニケーションスキルの実際などを聞き取り
した。生徒の意識に、社会情動的スキルの学習や多種の他者とのコミュニケーションあるい
は校内での相談活動の実際から、どのような変化がみられたのかを分析した。 
4．研究の成果 
（１）「課題集中校」の位置づけの変化 
困難を抱えた生徒のコミュニケーション能力の不足が問題視されるケースはこれまでも



数多かった。だが、その改善のさまざまな試みを、高校組織での自己活動支援の指導手法と
して位置づけ、いかなる意味を持って学校現場で実施すべきかを調査研究することはほと
んどなかった（古賀 2016）。 
本研究の貴重な知見として、「課題集中校」が保護者などに、一般の高校での就学が困難
な生徒を対象とした「個に応じた治療的な学校」として位置づけられ始めていることがあっ
た。端的には、不登校児の不定愁訴やいじめ被害者の対人不安、発達障害の現れなどに示さ
れるように、就学の困難な生徒には治療的な取り組みの必要な課題が横たわっており、自己
活動の構築と社会適応に向かってこの課題と向き合う実践が必要であると理解されていた。
教師も困難な生徒への対応を、単なる逸脱として扱うより、医療的な理解を含めて行うケー
スが多くなっている。かつての「反学校的文化」の生徒への規律統制的指導と異なり、生徒
に見合ったコミュニケーションの方法に配慮した指導を構築しようと意識していた。 
（２）習慣形成とコミュニケーションスキル 
課題集中校での継時的なアンケート調査によれば、中学時代から教室での仲間関係の維
持に不安を感じてきた生徒は多く、勉学や部活動などがクリアできない心配よりむしろ、教
室内での「対人関係不安」が通学を阻害しやすかった。同時に、貧困な家庭環境やひとり親
家庭などの生徒も多く、保護者が朝から通学を促してくれるとか学習の成果を褒めてくれ
るなどの「支援的な雰囲気」も家庭にきわめて乏しいといえた。 
しかも、習慣形成は高校 1 年次から強く意識され、初年次の辛さを乗り越えるとしだい
に軽減していく。このため、教室でのエンカウンターやスクールカウンセラーの相談、スケ
ジュール管理を重視した学級活動などの指導の試みも重要になっている。「1 年次効果」を
切り離して論じることができない。学校という場に参加できると、対人関係への資源あるい
は関係への自信が獲得されやすい構造になっていると調査から指摘した。 
（３）限界あるスキル学習、グループワーク 
 課題集中校でも、中学で実践されている心理学的なスキル学習と類似した方法を取り入
れているケースは少なくない。また、仲間との協働作業や話し合いによるプレゼンテーショ
ンによって、ピアサポートの感覚を高めようとしている。これら活動が学校内での対人関係
の広がりを生み出す一面もある。 
しかしながら、教師の多くは、「仲間づくり」への慎重な理解が必要であることを強調し
た。生活上の些細な出来事からの影響によって、新たに排除される生徒が出ることも事実で
あり、再び対人不安へと向かうケースは多い。生徒グループの構成や課題の選び方、援助的
な声がけなど生徒への繊細な配慮をすべきだと教師は答えていた。実際、生徒が感情のコン
トロールをできなくなった時のクールダウンの場を設定するとか、介入のテクニックを学
ぶといったことも並行して行われていた。 
（４）相談活動やNPO・専門家の介入援助 
 教師たちは、困難な生徒の個別なフォローアップに多くの時間を割いている。学力面でも
少人数学習やベーシック（基本学習）を取り入れているとする教師が多かった。さらに、自
立活動を促進するために、生徒を取り巻く状況の理解と悩みの相談に多くの労力を割いて
いることもわかる。担任教師や生徒指導担当だけでなく、スクールカウンセラーやソーシャ
ルワーカーなどといった外部の専門職も、生徒の就学の関心事や家庭事情、友人関係などを
聞き取りながらアドバイスしていることが調査からわかった。 
生徒は、固有名詞で信頼の寄せられる人の情報はよく聞く。日常的な相談の場として居場
所を感じさせ寄り添う姿勢から学校空間を構成しようとすべきだと多くの教師・生徒が指



摘している。外部の専門家との連携による相談体制（ケース会議など）を取る場合も多かっ
た。例えば、貧窮する家庭の生徒が私生活の課題から通学が困難であると打ち明ければ、ソ
ーシャルワーカーが家庭訪問して情報収集する。課題生徒に応じた体制整備が進められる。 
（５）自己活動支援実践への評価 
多様な体験活動・相談活動によって社会参加の入り口を感じ取らせたいとする教師の支
援実践は、進んでいる。しかしながら、生徒からすると「自己活動」として課された指導と
して受け止める向きは少なくない。教師の発言からも、生徒に自己活動の意図が伝わりにく
いという指摘がある。 
積極的な受講を進めるには、プログラムの内容だけでなく、役に立つとか身近なテーマで
あるなどの「課題の親しみ」が生徒には重要である。教師からは、活動の成果を評価し生徒
の意識付けを確認するということが不十分になっているという発言もあった。 
（６）あるチャレンジスクールの実践事例 
 最後に、有益な自立活動支援を行っている課題集中校の事例を紹介しよう。ここでは、生
徒一人一人の相談体制がまずもって充実していた。生徒指導や進路指導などの教師チーム
が分担して、個々の生徒に張り付き、問題の具体的な中身を理解していく。 
個別生徒の担当教師は、心理的問題、社会的経済的問題などのカテゴリーを設定して、使
途の聞き取りから専門職へ誘導する。特に、スクールソーシャルワーカーは、訪問による実
地検分をベースとした家庭事情を踏まえて、よりよい専門家支援や家族・地域支援を展開し
ていくように促していた。 
 この過程で、生徒のコミュニケ―ションの歪みが確認されると、自立活動支援の受講を進
めることになる。親への連絡・承諾により、NPO職員が作成したスキル学習のレベルを選
択し、基礎的なレベルならば、「他人の話を聞いてメモが取れるか」、「会話の流れを意識し
て参加しているか」など、具体的な行動の評価と変容から促す。さらに度々開かれる教師と
専門家によるケース会議でとりあげて、進捗の度合いを確認し、担当チームが方法を手直し
してプランを再度作成する。相談・指導・学習実践のロープに、自己活動が組み込まれるこ
とで、効果的な指導となっていった。実際退学者が大幅に減少する、授業中のトラブルが目
につきにくくなるなど、多くの効果があったと管理職は指摘していた。 
（７）まとめと課題 
以上のように、低学力だけでなく不登校や退学など不適応問題を抱える課題集中校では、
個別な生徒の教育相談を軸としつつ、スキル学習やグループワーク、講話聴取など多様な自
己活動支援を実践せざるをえない。従来の学力向上論をこえた、関係性を広げるコミュニケ
ーションの場づくりや安心して他者と協働できる居場所づくりが学校・教師に求められる。 
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